
第17期 定時株主総会
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招集ご通知

東京都渋谷区桜丘町26番１号セルリアンタワー
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GMOリサーチ株式会社
証券コード：3695

（受付開始：午後１時30分）
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ＧＭＯリサーチ株式会社
代表取締役社長
細川 慎一

株主の皆さまへ
平素より当社をご支援頂きまして誠に有難う
御座います。

当社の第17期定時株主総会招集のご通知を
お届けするにあたり、ご挨拶申し上げます。

2018年12月期の業績につきましては、広告
関連売上の単価減少の影響により、売上を除
く各段階利益で、前年を下回る結果となりま
した。

しかし、広告関連売上以外の国内・海外の調
査売上は順調に成長を続けており、第４四半
期においては、広告関連売上減少を加えて
も、四半期における過去最高の売上・利益を
達成し、良い形で2019年を迎えることがで
きております。

株主総会後に株主の皆様に「事業説明会」
を開催させて頂き、当社の事業内容について
ご説明をさせて頂きたく存じますので、短い
時間となりますが、ご参加頂けましたら幸い
です。

今後とも当事業に対するご理解ご支援のほ
ど、よろしくお願い申し上げます。
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証券コード：3695
2019年２月28日

株 主 各 位
東 京 都 渋 谷 区 桜 丘 町 26 番 １ 号
ＧＭＯリサーチ株式会社
代表取締役社長 細川 慎一

　
第17期定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第17期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、2019年３月15日（金曜日）午後７時までに到着するようご返送くださいま
すようお願い申しあげます。

敬 具
記

　
1. 日 時 2019年３月18日（月曜日）午後２時（受付開始：午後１時30分）
2. 場 所 東京都渋谷区桜丘町26番１号

セルリアンタワー14階 会議室
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第17期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）事業報告、連結計算書類並びに

会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第17期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 剰余金処分の件
第３号議案 取締役８名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。
◎次の事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://gmo-research.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知には記載しておりません。
従いまして、本招集ご通知の提供書面は、監査報告書を作成するに際して、監査役及び会計監査人が監査をし
た対象の一部であります。
①連結計算書類の連結注記表 ②計算書類の個別注記表
◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項をインタ
ーネット上の当社ウェブサイト（https://gmo-research.jp/）に掲載させていただきます。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年02月18日 19時29分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



株主総会参考書類

3

第１号議案 定款一部変更の件
　
１．変更の理由
ＧＭＯインターネットグループが掲げる創業の精神の、当社における位置づけを整理するものであります。

２．変更の内容
変更内容は、以下のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
現行定款 変更案

第２条（創業の精神） 第２条（ＧＭＯインターネットグループ創業の精神）

　当会社ならびにＧＭＯインターネットグループは、
創業の精神として「スピリットベンチャー宣言」を
掲げ、インターネットの” 場” の提供に経営資源を
集中し、「日本を代表する総合インターネットグルー
プ」として、インターネットを豊かに楽しくし、新
たなインターネットの文化・産業とお客様の「笑顔」
「感動」を創造し、社会と人々に貢献する。

　当会社は、ＧＭＯインターネットグループの一員
として、グループの創業の精神である「スピリット
ベンチャー宣言」を掲げ、インターネットの” 場”
の提供に経営資源を集中し、「日本を代表する総合イ
ンターネットグループ」として、インターネットを
豊かに楽しくし、新たなインターネットの文化・産
業とお客様の「笑顔」「感動」を創造し、社会と人々
に貢献する。
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第２号議案 剰余金処分の件
　
当期の期末配当につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開や内部留保等を勘案し、下記のとおりと致
したいと存じます。
　

期末配当に関する事項

（1）配当財産の種類
　

金銭
　

（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　

当社普通株式１株につき金44円65銭 総額74,008,268円
　

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
　

2019年３月19日
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第３号議案 取締役８名選任の件
　
取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役８名の選任をお

願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

　
候補者
番 号 氏 名 地 位 担 当 当事業年度における

取締役会への出席状況（出席率）

1 再 任
く ま が い ま さ と し

熊 谷 正 寿 取締役会長 ― 16回中13回に出席
（81%）

2 再 任
ほ そ か わ し ん い ち

細 川 慎 一 代表取締役社長 ― 16回中16回に出席
（100%）

3 再 任
い と う た か し

伊 藤 隆 司 常務取締役 海外事業本部長 16回中16回に出席
（100%）

4 再 任
ほ ん ご う て つ や

本 郷 哲 也 取締役 国内事業本部長 16回中16回に出席
（100%）

5 再 任
あ ん ど う けんいちろう

安 藤 健一郎 取締役 システム本部長 16回中16回に出席
（100%）

6 新 任
た か の て つ や

高 野 哲 也 ― 経営管理部長 ―

７ 再 任
や す だ ま さ し

安 田 昌 史 取締役 ― 16回中16回に出席
（100%）

８ 再 任
は し も と ま さ じ

橋 本 昌 司 社外取締役 取締役 ― 16回中16回に出席
（100%）
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候補者
番 号

1
く ま が い ま さ と し

熊 谷 正 寿
（1963年７月17日生）

再 任

所有する当社の株式数
普通株式
－株

▪略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1991年５月 株式会社ボイスメディア（現ＧＭＯインターネット株式会社）
代表取締役

1999年９月 株式会社まぐクリック（現ＧＭＯアドパートナーズ株式会社）
代表取締役

2000年４月 株式会社まぐクリック（現ＧＭＯアドパートナーズ株式会社）
取締役

2001年８月 株式会社アイル（現ＧＭＯクラウド株式会社）代表取締役会長

2002年４月 ＧＭＯ総合研究所株式会社（現ＧＭＯリサーチ株式会社）取締
役会長（現任）

2003年３月 グローバルメディアオンライン株式会社（現ＧＭＯインターネ
ット株式会社）代表取締役会長兼社長
株式会社アイル（現ＧＭＯクラウド株式会社）取締役会長（現
任）

2004年３月 株式会社paperboy&co.（現ＧＭＯペパボ株式会社）取締役会
長（現任）
ＧＭＯモバイルアンドデスクトップ株式会社（現ＧＭＯメディ
ア株式会社）取締役会長（現任）

2004年12月 株式会社カードコマースサービス（現ＧＭＯペイメントゲート
ウェイ株式会社）取締役会長

2007年３月 株式会社まぐクリック（現ＧＭＯアドパートナーズ株式会社）
取締役会長

2008年５月 ＧＭＯインターネット株式会社代表取締役会長兼社長グループ
代表（現任）

2009年４月 株式会社イノベックス（現ＧＭＯ ＴＥＣＨ株式会社）取締役会
長（現任）

2011年12月 ＧＭＯペイメントゲートウェイ株式会社取締役会長兼社長
2012年12月 ＧＭＯペイメントゲートウェイ株式会社取締役会長（現任）
2015年３月 ＧＭＯアドパートナーズ株式会社取締役
2016年３月 ＧＭＯアドパートナーズ株式会社取締役会長（現任）
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候補者
番 号

2
ほ そ か わ し ん い ち

細 川 慎 一
（1973年２月５日生）

再 任

所有する当社の株式数
普通株式
50,300株

▪略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1996年３月 在エチオピア日本国大使館勤務
1998年６月 株式会社ケンウッド入社コンポーネント事業部事業企画室
2000年５月 サンダーバード米国経営大学院ＭＢＡ入学
2001年10月 ＫＰＭＧコンサルティング株式会社入社ＣＩＭ、ＣＲＭ戦略チ

ーム
2005年１月 ＧＭＯメディアアンドソリューションズ株式会社入社事業開発

室長
2005年４月 ＧＭＯメディアアンドソリューションズ株式会社取締役
2006年３月 ＧＭＯリサーチ株式会社代表取締役
2006年９月 ＧＭＯ総合研究所株式会社（現ＧＭＯリサーチ株式会社）代表

取締役社長（現任）
2012年12月 GMO RESEARCH PTE. LTD. Director（現任）
2013年６月 技慕驛動市場調査（上海）有限公司董事長
2013年11月 GMO RESEARCH PVT. LTD. Managing Director

（現任）
2015年５月 日本マーケティング・リサーチ協会（JMRA）理事（現任）
2015年11月 ヨーロッパ世論・調査市場協会（ESOMAR）日本代表（現任）
2017年２月 技慕驛動市場調査（上海）有限公司董事（現任）
2017年７月 GMO RESEARCH SDN. BHD. Director（現任）

候補者
番 号

3
い と う た か し

伊 藤 隆 司
（1975年12月26日生）

再 任

所有する当社の株式数
普通株式
11,650株

▪略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

2005年11月 ＧＭＯリサーチ株式会社入社
2011年３月 ＧＭＯリサーチ株式会社取締役リサーチ事業本部長
2013年６月 技慕驛動市場調査（上海）有限公司董事
2015年７月 ＧＭＯリサーチ株式会社取締役海外・パネル事業本部長
2015年９月 Ignite Vision Holdings Limited Director（現任）
2016年２月 技慕驛動市場調査(上海)有限公司総経理
2016年３月 ＧＭＯリサーチ株式会社取締役中国事業担当
2017年２月 技慕驛動市場調査（上海）有限公司董事長（現任）
2017年３月 ＧＭＯリサーチ株式会社常務取締役海外事業本部長（現任）
2017年10月 GMO RESEARCH SDN. BHD. Director（現任）
2019年２月 GMO RESEARCH PVT. LTD. Director（現任）
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候補者
番 号

4
ほ ん ご う て つ や

本 郷 哲 也
（1971年12月11日生）

再 任

所有する当社の株式数
普通株式
1,650株

▪略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1995年４月 日本電気株式会社入社
2001年８月 朝日アーサーアンダーセン株式会社（現プライスウォーターハ

ウスクーパース株式会社）入社
2013年８月 ＧＭＯリサーチ株式会社入社サービス・プロデュース本部長
2015年９月 ＧＭＯリサーチ株式会社リサーチ事業部長
2016年３月 ＧＭＯリサーチ株式会社取締役国内事業本部長（現任）

候補者
番 号

5
あ ん ど う けんいちろう

安 藤 健一郎
（1977年1月23日生）

再 任

所有する当社の株式数
普通株式
3,550株

▪略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

2007年７月 ＧＭＯリサーチ株式会社入社
2011年４月 ＧＭＯリサーチ株式会社取締役システム本部長
2013年３月 ＧＭＯリサーチ株式会社取締役退任 システム部長
2016年３月 ＧＭＯリサーチ株式会社取締役パネルイノベーション本部長
2019年１月 ＧＭＯリサーチ株式会社取締役システム本部長（現任）

候補者
番 号

6
た か の て つ や

高 野 哲 也
（1968年12月8日生）

新 任

所有する当社の株式数
普通株式
300株

▪略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1992年４月 株式会社サニックス入社
2009年１月 株式会社サニックス経理部長
2010年７月 株式会社サニックス執行役員人事部長
2012年６月 株式会社サニックス取締役人事部長
2015年６月 株式会社サニックス取締役常務執行役員人事部長
2017年10月 タイムズモビリティネットワークス株式会社入社
2019年１月 ＧＭＯリサーチ株式会社入社経営管理部長（現任）
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候補者
番 号

７
や す だ ま さ し

安 田 昌 史
（1971年6月10日生）

再 任

所有する当社の株式数
普通株式
－株

▪略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

2000年４月 公認会計士登録
インターキュー株式会社（ＧＭＯインターネット株式会社）入
社

2001年９月 グローバルメディアオンライン株式会社（ＧＭＯインターネッ
ト株式会社）経営戦略室長

2002年３月 グローバルメディアオンライン株式会社（ＧＭＯインターネッ
ト株式会社）取締役経営戦略室長

2003年３月 グローバルメディアオンライン株式会社（ＧＭＯインターネッ
ト株式会社）常務取締役グループ経営戦略担当兼IR担当

2005年３月 グローバルメディアオンライン株式会社（ＧＭＯインターネッ
ト株式会社）専務取締役管理部門統括・グループ経営戦略・IR
担当

2008年５月 ＧＭＯインターネット株式会社専務取締役グループ管理部門統
括

2013年３月 ＧＭＯインターネット株式会社 専務取締役 グループ代表補佐
グループ管理部門統括

2015年３月 ＧＭＯインターネット株式会社 取締役副社長 グループ代表補
佐 グループ管理部門統括（現任）

2016年３月 ＧＭＯメディア株式会社取締役（現任）
ＧＭＯクラウド株式会社取締役（現任）
ＧＭＯペパボ株式会社取締役（現任）
ＧＭＯリサーチ株式会社取締役（現任）
ＧＭＯアドパートナーズ株式会社取締役（現任）
ＧＭＯ ＴＥＣＨ株式会社取締役（現任）

2016年６月 ＧＭＯクリックホールディングス株式会社（現ＧＭＯフィナン
シャルホールディングス株式会社）取締役（現任）
あおぞら信託銀行株式会社（現ＧＭＯあおぞらネット銀行株式
会社）社外監査役（現任）

2016年12月 ＧＭＯペイメントゲートウェイ株式会社取締役（現任）
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候補者
番 号

８
は し も と ま さ じ

橋 本 昌 司
（1967年７月14日生）

再 任
社外取締役

所有する当社の株式数
普通株式
－株

▪略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

2000年４月 第一東京弁護士会弁護士登録
長谷川俊明法律事務所入所

2004年４月 三井安田法律事務所入所
2004年12月 リンクレーターズ法律事務所（現外国法共同事業法律事務所リ

ンクレーターズ）入所
2006年４月 早稲田大学大学院アジア太平洋研究科非常勤講師
2007年１月 Allen＆Gledhill LLP（シンガポール）入所
2007年12月 Linklaters LLP（ロンドン）入所
2008年６月 外国法共同事業法律事務所リンクレーターズ入所
2009年６月 渥美総合法律事務所・外国法共同事業

（現渥美坂井法律事務所・外国法共同事業）入所
2010年12月 同パートナー（現任）
2011年８月 ＴＬＣタウンシップ株式会社コンプライアンス委員会外部委員
2014年３月 ＧＭＯリサーチ株式会社取締役（現任）
2017年４月 東急不動産リート・マネジメント株式会社コンプライアンス委

員会外部委員（現任）
2017年６月 アストマックス株式会社社外取締役（現任）

（注）1. 候補者熊谷正寿氏は、当社の親会社であるＧＭＯインターネット㈱代表取締役会長兼社長 グループ代表、親会社の子会社で
ある、ＧＭＯクラウド㈱取締役会長、ＧＭＯペパボ㈱取締役会長、ＧＭＯペイメントゲートウェイ㈱取締役会長、ＧＭＯ
ＴＥＣＨ㈱取締役会長、ＧＭＯメディア㈱取締役会長、ＧＭＯアドパートナーズ㈱取締役会長を兼務しております。なお、
当社と各社との間には、営業上の取引関係があります。

2. 候補者安田昌史氏は、当社の親会社であるＧＭＯインターネット㈱取締役副社長 グループ代表補佐 グループ管理部門統括、
親会社の子会社である、ＧＭＯクラウド㈱取締役、ＧＭＯペイメントゲートウェイ㈱取締役、ＧＭＯアドパートナーズ㈱取
締役、ＧＭＯフィナンシャルホールディングス㈱取締役、ＧＭＯメディア㈱取締役、ＧＭＯペパボ㈱取締役、ＧＭＯ ＴＥ
ＣＨ㈱取締役を兼務しております。また、ＧＭＯあおぞらネット銀行㈱社外監査役を兼務しております。なお、ＧＭＯフィ
ナンシャルホールディングス㈱、ＧＭＯあおぞらネット銀行㈱を除いた各社と当社との間には、営業上の取引関係がありま
す。

3. 候補者橋本昌司氏は、社外取締役候補者であります。
4. 候補者橋本昌司氏を社外取締役候補者とした理由は、以下のとおりであります。
同氏は、弁護士としての専門的な知識及び経験を有しており、当社の経営全般に関して有用な助言をいただけるものと判断
したため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

5. 候補者橋本昌司氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって５
年となります。

6. 候補者橋本昌司氏との間で責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は会社法第425条第
１項に定める最低責任限度額としており、橋本昌司氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

7. 当社は、橋本昌司氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
　

以 上　
　

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年02月18日 19時29分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



【提供書面】

事業報告 （自 2018年１月１日 至 2018年12月31日）

11

１ 企業集団の現況
　
（1）当連結会計年度の事業の状況
　
❶ 事業の経過及び成果
　当社グループの当連結会計年度におけるわが国経済は、相次ぐ自然災害の影響で一進一退の動きとなりました
が、影響の収束とともに、生産活動は緩やかに持ち直しました。一方、中国経済の減速を主因とした、海外経済
の弱含みにより、輸出が力強さを欠いている状況が見られました。
　マーケティング・リサーチ業界の世界全体の市場規模については、「ESOMAR INDUSTRY REPORT 2018」
によると、2017年は$45,829million（前年比3.0%増）となり、2015年から2016年への成長率が3.7%増だっ
たことから、2017年においては、成長がやや減速いたしました。
　続いて国内市場においては、一般社団法人日本マーケティング・リサーチ協会の「第43回経営業務実態調査」
によると、2017年度の市場規模は2,147億円（前年比2.3％増）となり、当社グループの主力事業であるネット
リサーチの市場規模については、ここ数年踊り場が続いておりましたが、前年比4.1％増とやや上向きな結果と
なりました。
　このような状況の中、当社グループは国内顧客に関しては、DIY型リサーチシステムである当社プラットフォ
ーム（GMO Market Observer）の機能とサービス体制の強化により、国内市場シェアの拡大に努める一方で、
リサーチ市場以外の新たな市場の開拓にも取り組んでまいりました。一部のオペレーションについては、下関オ
フィスへの業務集約化により、生産性の向上を図っております。
　一方海外の市場に関しては、顧客や競合他社によるアジア拠点の強化といった動きにより競争が激しくなって
おりますが、アジアに強みを持つ当社は、顧客とのシステム連携の推進や、品質の向上といった施策を講じ、売
上拡大に努めました。
　パネル供給に関しては、成長を続けるアジア全体のリサーチビジネス機会の最大化を行なうべく、マレーシア
法人を中心として、アジアにおけるパネルパートナーとの提携に向けた新規開拓を積極的に進めて参りました。
国内での動きに関しては、パートナー保有の会員組織を活性化・収益化させるメンバーシップ・マーケティン
グ・ソリューションの取り組みに、一定の兆しが見えてきました。
　以上の結果、当連結会計年度の売上高は3,186,385千円（前年同期比0.0%増）、営業利益は248,610千円（前
年同期比23.5%減）、経常利益は239,217千円（前年同期比25.6%減）、親会社株主に帰属する当期純利益は
148,007千円（前年同期比28.8%減）となりました。
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（単位：百万円）

アウトソーシングサービス D.I.Y サービス その他のサービス

部門別売上高

第17期 第17期 第17期第16期

2,496

第16期

595

第16期

93

2,423 701

61

サービス別売上高

事業区分

第 16 期
（2017年12月期）
（前連結会計年度）

第 17 期
（2018年12月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

アウトソーシング
サービス 2,496百万円 78.4％ 2,423百万円 76.1％ △73百万円 △2.9％

D.I.Yサービス 595 18.7 701 22.0 105 17.7

その他のサービス 93 2.9 61 1.9 △32 △34.4

合 計 3,185 100.0 3,186 100.0 0 0.0
　

　
❷ 設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は61百万円で、その主なものは社内利用ソフ
トウェアの開発であります。

　
❸ 資金調達の状況

該当事項はありません。

❹ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。
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❺ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

　
❻ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。
　
❼ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円） （単位：円）

（単位：百万円） （単位：円）

（単位：百万円）

第14期

第14期

親会社株主に帰属する当期純利益売上高

総資産

経常利益

純資産

１株当たり当期純利益

１株当たり純資産

第15期

第15期

第16期

第16期

第17期

第17期

第14期

第14期

第15期

第15期

第16期

第16期

第17期

第17期

第14期第15期第16期第17期

2,701
3,091 3,185

152

279
321

79 77

207

1,114 1,149
1,3121,750 1,971 1,990

48.42 46.93

125.52

675.08 694.56 792.48

3,186

239 148

89.34

2,066 1,358

819.53

（2）財産及び損益の状況
　
❶ 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 第 14 期
（2015年12月期）

第 15 期
（2016年12月期）

第 16 期
（2017年12月期）

第 17 期
（当連結会計年度）
（2018年12月期）

売上高 （千円） 2,701,767 3,091,817 3,185,953 3,186,385
経常利益 （千円） 152,504 279,386 321,444 239,217
親会社株主に帰属する当期純利益 （千円） 79,429 77,609 207,741 148,007
１株当たり当期純利益 （円） 48.42 46.93 125.52 89.34
総資産 （千円） 1,750,313 1,971,536 1,990,097 2,066,470
純資産 （千円） 1,114,169 1,149,306 1,312,527 1,358,385
１株当たり純資産 （円） 675.08 694.56 792.48 819.53
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円） （単位：円）

（単位：百万円） （単位：円）

（単位：百万円）

第14期

第14期

当期純利益売上高

総資産

経常利益

純資産

１株当たり当期純利益

１株当たり純資産

第15期

第15期

第16期

第16期

第17期

第17期

第14期

第14期

第15期

第15期

第16期

第16期

第17期

第17期

第14期第15期第16期第17期

2,582
2,979

1,778 1,969 1,980

297
213

2903,037 201

131

26

1,182 1,175
1,338

80.43
15.92

121.56

716.57 710.45 808.42

2,976

200 134

81.24

2,035 1,370

826.87

❷ 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分 第 14 期
（2015年12月期）

第 15 期
（2016年12月期）

第 16 期
（2017年12月期）

第 17 期
（当事業年度）
（2018年12月期）

売上高 （千円） 2,582,363 2,979,656 3,037,197 2,976,477
経常利益 （千円） 213,665 290,122 297,061 200,197
当期純利益 （千円） 131,914 26,335 201,191 134,597
１株当たり当期純利益 （円） 80.43 15.92 121.56 81.24
総資産 （千円） 1,778,471 1,969,488 1,980,549 2,035,284
純資産 （千円） 1,182,653 1,175,603 1,338,929 1,370,566
１株当たり純資
産 （円） 716.57 710.45 808.42 826.87
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（3）重要な親会社及び子会社の状況
　
❶ 親会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社に対する
議決権比率 主要な事業内容

ＧＭＯインターネット株式会社 5,000,000千円 53.70％ インターネット総合事業

（注）当社は、親会社であるＧＭＯインターネット株式会社とは営業上の取引関係、役員の兼務等の関係があります。当社は、親会社
　 等との取引に関して、市場実勢価格や市場金利等を勘案して取引条件等を決定しておりますので妥当性があると考えております。
　 また、当社取締役会を中心とした当社独自の意思決定を行っており、意思決定手続については問題はないものと考えております。

❷ 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の
議決権比率 主要な事業内容

GMO RESEARCH PTE. LTD. 2,500,000シンガポールドル 100％ インターネットリサーチ事業

技慕驛動市場調査（上海）有限公司 1,500,000人民元 0.0
（60.0） インターネットリサーチ事業

GMO RESEARCH PVT. LTD. 10,283,990インドルピー 1.0
（99.0） インターネットリサーチ事業

GMO RESEARCH SDN. BHD. 500,000マレーシアリンギット 0.0
（100.0） インターネットリサーチ事業

（注）「当社の議決権比率」欄の（ ）書きは、間接所有の内書です。

❸ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
　該当事項はありません。
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（4）対処すべき課題
　

当社グループは、以下の項目を対処すべき主要課題と捉えております。
　
❶ 商品力の更なる強化

当社グループの特徴であるプラットフォーム及び、ネット調査用パネルにおいては、堅調に拡大するアジ
ア市場のニーズへの対応において、その継続的強化が最重要課題です。具体的には、当社は調査業務の標準
化及び効率化を目的に、調査業務用プラットフォーム（GMO Market Observer）を市場投入しております
が、お客様へのD.I.Yツールとしての信頼性や安全性をより一層高めていく必要があると考えております。ま
た、アジア最大級のネット調査用パネルであるAsia Cloud Panelにおきましてもアジア各国における課題を
解決しつつ、その回収力や回収品質を高めていく必要があると考えております。

　
❷ 市場シェアの拡大と事業拡大方針

当社グループは、市場投入したGMO Market Observerを核に国内の大手調査会社様にご利用頂くことで
インターネット調査の国内シェアの最大化に取り組んでおります。また、スケールメリットを最大化するに
は、競合他社より先んじて構築したネット調査用パネル基盤（ASIA Cloud Panel）を欧州・北米・アジア
地域のお客様にGMO Market Observer（英語版・中国語版）として販売していくことが重要課題です。加
えて、新事業領域として、既存事業で構築したパネルネットワークやノウハウ等を活用し、インターネット
調査を超えたマーケティング領域へ事業展開していくことも、重要課題と考えております。

　
❸ 人材の育成と採用

当社グループが、既存事業の拡大及び新規事業開発等を効果的且つ効率的に実現するためには、既存の人
材への教育による営業力、サポート力、企画提案力、サービス実行力の向上が重要となってまいります。こ
れに加え、国内及び、アジア地域におけるビジネス事業領域の拡大には、現地の優秀な人材採用も合わせて
実施する必要があり、国内及び海外共に、積極的に取り組んでまいります。

（5）主要な事業内容（2018年12月31日現在）
　

当社グループの主要な事業は、「インターネットリサーチ事業」であります。
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（6）主要な営業所（2018年12月31日現在）
　
❶ 当社
本 社 東京都渋谷区
下 関 山口県下関市
　
❷ 子会社
GMO RESEARCH PTE. LTD. シンガポール
技慕驛動市場調査（上海）有限公司 中国 上海市
GMO RESEARCH PVT. LTD. インド デリー
GMO RESEARCH SDN. BHD. マレーシア クアラルンプール

　

（7）使用人の状況（2018年12月31日現在）
　
❶ 企業集団の使用人の状況

事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減

インターネットリサーチ事業 134（６）名 10（２）名増
全社（共通） ７（１）名 ０（１）名増

合 計 141（７）名 10（３）名増
（注）使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む。）であ

り、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

❷ 当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

113（７）名 16（３）名増 34.5歳 3.5年
（注）使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、パート及び嘱託社員は（ ）

内に年間の平均人員を外数で記載しております。

（8）主要な借入先の状況（2018年12月31日現在）
　

該当事項はありません。
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（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　

該当事項はありません。
　
２ 会社の現況
　
（1）株式の状況（2018年12月31日現在）
　
❶ 発行可能株式総数 2,200,000株
❷ 発行済株式の総数 1,677,000株
❸ 株主数 1,575名
❹ 大株主
　

株 主 名 持 株 数（株） 持株比率（％）

ＧＭＯインターネット株式会社 889,500 53.66
細川 慎一 50,300 3.03
株式会社ＨＯＳＯＫＡＷＡ 34,000 2.05
ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ ＭＥＬＬＯＮ
１４００４０ 13,600 0.82

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 12,700 0.77
山下 良久 12,500 0.75
伊藤 隆司 11,650 0.70
株式会社ＳＢＩ証券 11,300 0.68
マネックス証券株式会社 10,804 0.65
金田 好三 10,200 0.62

　

（注）1. 当社は、自己株式を19,480株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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（2）新株予約権等の状況
　
❶ 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
　
　

第３回新株予約権

発行決議日 2014年１月７日
新株予約権の数 108個

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式 5,400株
（新株予約権１個につき 50株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 新株予約権１個当たり 34,000円
（１株当たり 680円）

権利行使期間 2016年１月８日から
2024年１月６日まで

行使の条件 （注）

役員の保有状況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 33個
目的となる株式数 1,650株
保有者数 ２名

社外取締役
新株予約権の数 ０個
目的となる株式数 ０株
保有者数 ０名

監査役
新株予約権の数 ０個
目的となる株式数 ０株
保有者数 ０名

　

（注）新株予約権の行使の条件
1. 権利行使時において当社取締役又は従業員の地位に在る者に限るものとします。当社の取締役又は従業員の地位を喪失した
場合、その後、本新株予約権を行使することはできません。ただし、任期満了による退任、定年退職など取締役会決議にお
いて正当な理由があると認められた場合はこの限りではありません。

2. 相続人は、本新株予約権を行使することができません。
3. その他の行使の条件は、当社と割当対象者との間で締結する割当契約に定めるところによります。

❷ 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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（3）会社役員の状況
　
❶ 取締役及び監査役の状況（2018年12月31日現在）
　

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取締役会長 熊 谷 正 寿

ＧＭＯインターネット㈱代表取締役会長兼社長 グループ代表
ＧＭＯクラウド㈱取締役会長
ＧＭＯペパボ㈱取締役会長
ＧＭＯペイメントゲートウェイ㈱取締役会長
ＧＭＯ ＴＥＣＨ㈱取締役会長
ＧＭＯメディア㈱取締役会長
ＧＭＯアドパートナーズ㈱取締役会長

代表取締役社長 細 川 慎 一

技慕驛動市場調査（上海）有限公司董事
GMO RESEARCH PVT. LTD. Managing Director
GMO RESEARCH PTE. LTD. Director
GMO RESEARCH SDN. BHD. Director
日本マーケティング・リサーチ協会（JMRA）理事
ヨーロッパ世論・調査市場協会（ESOMAR）日本代表

常務取締役 伊 藤 隆 司
海外事業本部長
技慕驛動市場調査（上海）有限公司董事長
Ignite Vision Holdings Limited Director
GMO RESEARCH SDN. BHD. Director

取締役 本 郷 哲 也 国内事業本部長

取締役 澤 田 裕 介 経営管理本部長
GMO RESEARCH PVT. LTD. Director

取締役 安 藤 健一郎 パネルイノベーション本部長

取締役 安 田 昌 史

ＧＭＯインターネット㈱取締役副社長 グループ代表補佐 グループ
管理部門統括
ＧＭＯクラウド㈱取締役
ＧＭＯペイメントゲートウェイ㈱取締役
ＧＭＯアドパートナーズ㈱取締役
ＧＭＯフィナンシャルホールディングス㈱取締役
ＧＭＯメディア㈱取締役
ＧＭＯペパボ㈱取締役
ＧＭＯ ＴＥＣＨ㈱取締役
ＧＭＯあおぞらネット銀行㈱社外監査役

取締役 橋 本 昌 司
渥美坂井法律事務所・外国法共同事業パートナー
東急不動産リート・マネジメント㈱コンプライアンス委員会外部委
員
アストマックス㈱社外取締役

常勤監査役 竹 崎 祥二郎 －
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監査役 浜 谷 正 俊 ㈱清新FAS代表取締役
ＧＭＯペパボ㈱取締役（監査等委員）

監査役 橘 弘 一 ＧＭＯメディア㈱監査役
（注）1. 取締役橋本昌司氏は、社外取締役であります。

2. 監査役竹崎祥二郎氏及び監査役浜谷正俊氏は、社外監査役であります。
3. 監査役浜谷正俊氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
4. 当社は、取締役橋本昌司氏、監査役竹崎祥二郎氏及び監査役浜谷正俊氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指
定し、同取引所に届け出ております。

5. 当事業年度中に以下の監査役の異動がありました。
　イ．就任

2018年３月17日開催の第16期定時株主総会において、新たに竹崎祥二郎氏が監査役に選任され、同日就任しました。
　ロ．退任

2018年３月17日開催の第16期定時株主総会終結の時をもって、田邊明氏が監査役を辞任しました。
　
❷ 責任限定契約の内容の概要

当社と、社外取締役橋本昌司氏、社外監査役竹崎祥二郎氏、社外監査役浜谷正俊氏、監査役橘弘一氏は、
会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており
ます。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。
　

❸ 取締役及び監査役の報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

　

区 分 員 数 報酬等の額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

8名
（1）

87百万円
（3）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

4
（3）

8
（8）

合 計
（う ち 社 外 役 員）

12
（4）

96
（11）

（注）1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 取締役の報酬限度額は、2017年３月19日開催の定時株主総会において、年額130百万円以内（うち社外取締役６百万円以
内）と決議いただいております。

3. 監査役の報酬限度額は、2007年３月30日開催の定時株主総会において、年額８百万円以内と決議いただいております。
　
ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金
該当事項はありません。

　
ハ．社外役員が親会社又は子会社等から受けた役員報酬等の総額
社外役員が親会社又は子会社等から受けた役員報酬等の総額は3,600千円であります。
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❹ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・社外取締役橋本昌司氏が在籍している渥美坂井法律事務所・外国法共同事業と当社の間には、営業上の取
引関係があり、兼務している東急不動産リート・マネジメント株式会社及びアストマックス株式会社と、
当社との間には、特別な関係はありません。
・社外監査役竹崎祥二郎氏と当社の間には、特別な関係はありません。
・社外監査役浜谷正俊氏は、株式会社清新FASの代表取締役とＧＭＯペパボ株式会社の取締役（監査等委
員）を兼務しております。当社と株式会社清新FASの間には、特別な関係はありません。当社とＧＭＯペ
パボ株式会社の間には、営業上の取引関係があります。

ロ．当事業年度における主な活動状況
　

出席状況及び発言状況

取締役 橋 本 昌 司
当事業年度に開催された取締役会16回のうち全てに出席いたしました。
出席した取締役会において、弁護士としての専門的見地から適宜発言を行
っております。

監査役 竹 崎 祥二郎
当事業年度に開催された取締役会16回のうち就任後の13回全て、監査役
会13回のうち就任後の11回全てに出席いたしました。出席した取締役会
及び監査役会において、主に財務・会計等に関し、専門的見地から適宜発
言を行っております。

監査役 浜 谷 正 俊
当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回、監査役会13回のうち
全てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、主に
財務・会計等に関し、公認会計士としての専門的見地から適宜発言を行っ
ております。
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（4）会計監査人の状況
　
❶ 名称 有限責任監査法人トーマツ

❷ 報酬等の額
　

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18百万円
（注）1. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の業務執行状況及び報酬見積もりの算出根拠などが適切であるかどう

かについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。
2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。

❸ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会
に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査

役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初
に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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（5）業務の適正を確保するための体制
　

❶ 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するため
　の体制について

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適正を確
保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
　
１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　ａ 取締役会は、取締役及び使用人の職務執行が法令および定款に適合することを確保するため、コンプライ
　 アンス意識の浸透、向上を図るため従業員に対するコンプライアンス教育を実施する。
　ｂ 内部監査室によりコンプライアンス体制の有効性について監査が行われるとともに、コンプライアンス体
　 制の状況は社長に報告される。
　ｃ 各取締役は、取締役又は使用人の職務の執行が法令・定款に適合していない事実を発見した場合、取締役
　 会及び監査役会に報告する。
　ｄ 監査役は、取締役及び使用人の職務の執行について監査を行う。

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　 取締役の職務の執行に係る情報は、文書管理規程等に従って文書又は電磁的記録により適切に保存、管理
　 を行う。取締役及び監査役は、これらの情報を常時閲覧することができる。

３）損失の危険の管理に関する規程とその他の体制
　ａ リスク管理を経営の重要課題と位置付け、リスクマネージメント規程に基づき、コンプライアンス推進委
　 員会を設置し、同委員会でリスク管理に関する体制の方針の決定、及び各部署のリスク管理体制についての
　 評価、指導を行う。
　ｂ 内部監査室は、リスク管理の状況を監査するとともに、内部監査の実施によって損失の危険のある業務執
　 行行為を発見した場合には、発見した危険の内容、損失の程度等について経営会議及び監査役会に報告す
　 る。

４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　ａ 取締役会は月1回定時取締役会を開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催する。
　ｂ 取締役会から委嘱された業務執行については、社長を議長とし常勤取締役、常勤監査役を主要なメンバー
　 とする経営会議を原則毎週１回開催し、その審議を経て執行決定を行う。
　ｃ 組織規程、業務分掌規程、職務権限規程等により各取締役の担当、権限、責任を明確化する。
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５）当該株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適性を確保するための体制
　ａ 当社と親会社との間における不適切な取引又は会計処理を防止するための監査体制を会計監査人とも連携
　 して整備する。
　ｂ 関係会社管理規程に基づき、子会社は定められた事項について随時報告することとし、社長統轄のもと、
　 各担当部門が子会社に対する必要な業務の執行及び管理を行う。
　ｃ 子会社との連絡・情報共有により、その状況を把握し、適時に協議・指示等を行う。
　ｄ 監査役及び内部監査室が子会社監査を実施することにより業務の適性を確保する。

６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役会において監査役の職務を補助すべき使用人を求める決議がされた場合は、速やかに使用人を選任

し、監査役の指揮命令のもとで、業務を補助する体制をとる。

７）監査役の補助をすべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役の職務を補助すべき使用人の独立性を確保するため、当該使用人の任命、異動、人事考課等の人事

権に係る事項の決定は、各監査役の同意を得る。

８）監査役の6)の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
必要に応じて監査役が求めた場合には、監査役の業務補助のための監査役スタッフを置くこととし、当該
使用人が他部署と兼務する場合には、監査役に係る業務を優先して従事するものとする。

９）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制
　ａ 監査役は取締役会、経営会議その他重要な会議に出席し、報告を受ける。
　ｂ 監査役は当社および子会社の稟議書等重要な決裁書類等を閲覧し、必要に応じて取締役、使用人等にその
　 説明を求め、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握することができるものとする。
　ｃ 当社および子会社の取締役および使用人は、以下に定める事項について発見したときは直ちに監査役にこ
　 れを報告する。
　 ・会社の信用を大きく低下させたもの、又はその恐れのあるもの
　 ・会社の業績に大きく悪影響を与えたもの、又はその恐れのあるもの
　 ・社内規程への違反で重要なもの
　 ・その他上記１～３に準じる事項
　ｄ 監査役へ報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する体
　 制とする。
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10）監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理にかかる方針に関する事項
　 監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、当該監査役の
　 職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

11）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　ａ 監査役は、内部監査室と緊密な連携を図り、効率的な監査を行う。
　ｂ 監査役は、会計監査人と情報・意見交換等の緊密な連携を図り、効率的な監査を行う。
　ｃ 監査役と代表取締役は、定期的に情報・意見交換を行い、相互の意思疎通を図る。

❷ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社では、「反社会的勢力排除に関する規程」及び「反社会的勢力対応マニュアル」を整備し、反社会的勢
力の排除に向けた仕組みを構築しております。取引先・株主・役員・従業員につきましては、当社では日経
テレコンを利用し、反社会的勢力に該当するかどうかを確認しております。また、取引先との間で締結する
取引基本契約においては、取引先が反社会的勢力等と関わる企業、団体等であることが判明した場合には契
約を解除できる旨の条項を規定しております。

❸ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、上記の内部統制システムの整備、運用を行っております。また取締役会において、継続的に経営
上の新たなリスクの対応策について検討し、必要に応じて社内の諸規程及び業務の見直しを行うことにより、
内部統制システムの実効性の向上を図っております。さらに常勤監査役については社内の重要な会議に出席
し、業務執行の状況やコンプライアンスに関するリスクを監視できる体制を整備しており、内部監査担当部
門についても定期的な内部監査の実施により、日々の業務が法令・定款、社内規程等に違反していないかを
検証しております。

　
（6）会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。

（7）剰余金の配当等の決定に関する方針
　 当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続して
実施すべく、業績に連動した配当（配当性向50％）を目標とすることを基本方針としております。
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連結貸借対照表 （2018年12月31日現在） （単位：千円）

科 目 第17期
2018年12月31日現在

● 資産の部
流動資産 1,844,874
現金及び預金 441,927
関係会社預け金 450,000
売掛金 699,277
仕掛品 31,163
繰延税金資産 74,232
その他 154,825
貸倒引当金 △6,552
固定資産 221,596
有形固定資産 45,294
建物 3,838
工具、器具及び備品 2,532
リース資産 36,816
その他 2,106
無形固定資産 142,539
ソフトウエア 133,330
ソフトウエア仮勘定 9,208
投資その他の資産 33,762
投資有価証券 5,000
敷金及び保証金 26,404
繰延税金資産 1,901
その他 456

資産合計 2,066,470
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（単位：千円）

科 目 第17期
2018年12月31日現在

● 負債の部
流動負債 683,391
買掛金 184,894
リース債務 15,344
未払金 106,218
未払費用 95,375
未払法人税等 40,452
賞与引当金 3,709
ポイント引当金 190,500
その他 46,896
固定負債 24,693
リース債務 21,088
資産除去債務 3,605
負債合計 708,084
● 純資産の部
株主資本 1,369,223
資本金 299,034
資本剰余金 394,484
利益剰余金 679,742
自己株式 △4,039
その他の包括利益累計額 △10,837
為替換算調整勘定 △10,837
純資産合計 1,358,385
負債純資産合計 2,066,470
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連結損益計算書 （自 2018年１月１日 至 2018年12月31日） （単位：千円）

科 目
第17期

自 2018 年１月１日
至 2018 年12月31日

売上高 3,186,385
売上原価 1,617,598
売上総利益 1,568,786
販売費及び一般管理費 1,320,176
営業利益 248,610
営業外収益
受取利息 769
受取手数料 355
助成金収入 7,974
補助金収入 835
受取賃貸料 579
その他 330 10,844
営業外費用
支払利息 1,026
為替差損 18,264
その他 946 20,237
経常利益 239,217
特別利益
投資有価証券売却益 3,252
その他 43 3,295
特別損失
投資有価証券評価損 31,638 31,638
税金等調整前当期純利益 210,875
法人税、住民税及び事業税 63,180
法人税等調整額 2,462 65,642
当期純利益 145,232
非支配株主に帰属する当期純損失 2,775
親会社株主に帰属する当期純利益 148,007
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連結株主資本等変動計算書 （自 2018年１月１日 至 2018年12月31日） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 299,034 393,870 635,580 △4,308 1,324,176
当期変動額
剰余金の配当 - - △103,845 - △103,845
親会社株主に帰属する
当期純利益 - - 148,007 - 148,007

自己株式の処分 - 614 - 269 884
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） - - - - -

当期変動額合計 - 614 44,162 269 45,046
当期末残高 299,034 394,484 679,742 △4,039 1,369,223

（単位：千円）

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 1,103 △12,752 △11,648 1,312,527
当期変動額
剰余金の配当 - - - △103,845
親会社株主に帰属する
当期純利益 - - - 148,007

自己株式の処分 - - - 884
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △1,103 1,915 811 811

当期変動額合計 △1,103 1,915 811 45,857
当期末残高 - △10,837 △10,837 1,358,385
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貸借対照表 （2018年12月31日現在） （単位：千円）

科 目 第17期
2018年12月31日現在

● 資産の部
流動資産 1,768,172
現金及び預金 382,727
関係会社預け金 450,000
売掛金 705,003
仕掛品 31,163
前払費用 96,666
繰延税金資産 74,232
その他 82,022
貸倒引当金 △53,643
固定資産 267,111
有形固定資産 41,359
建物 3,604
工具、器具及び備品 938
リース資産 36,816
無形固定資産 139,433
ソフトウエア 130,224
ソフトウエア仮勘定 9,208
投資その他の資産 86,318
投資有価証券 5,000
関係会社株式 55,540
敷金及び保証金 23,876
繰延税金資産 1,901

資産合計 2,035,284
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（単位：千円）

科 目 第17期
2018年12月31日現在

● 負債の部
流動負債 640,024
買掛金 166,067
リース債務 15,344
未払金 98,889
未払費用 82,107
未払法人税等 39,571
賞与引当金 3,709
預り金 28,978
ポイント引当金 190,500
その他 14,855
固定負債 24,693
リース債務 21,088
資産除去債務 3,605
負債合計 664,717
● 純資産の部
株主資本 1,370,566
資本金 299,034
資本剰余金 394,484
資本準備金 381,511
その他資本剰余金 12,973
利益剰余金 681,086
その他利益剰余金 681,086
繰越利益剰余金 681,086

自己株式 △4,039
純資産合計 1,370,566
負債純資産合計 2,035,284
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損益計算書 （自 2018年１月１日 至 2018年12月31日） （単位：千円）

科 目
第17期

自 2018 年１月１日
至 2018 年12月31日

売上高 2,976,477
売上原価 1,600,806
売上総利益 1,375,671
販売費及び一般管理費 1,176,217
営業利益 199,453
営業外収益
受取利息 444
受取手数料 355
助成金収入 7,974
その他 288 9,062
営業外費用
支払利息 1,026
為替差損 6,526
その他 765 8,318
経常利益 200,197
特別利益
固定資産売却益 43 43
税引前当期純利益 200,240
法人税、住民税及び事業税 63,180
法人税等調整額 2,462 65,642
当期純利益 134,597
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株主資本等変動計算書 （自 2018年１月１日 至 2018年12月31日） （単位：千円）

株 主 資 本

純資産合計
資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当期首残高 299,034 381,511 12,359 393,870 650,333 650,333 △4,308 1,338,929 1,338,929

当期変動額

剰余金の配当 - - - - △103,845 △103,845 - △103,845 △103,845

当期純利益 - - - - 134,597 134,597 - 134,597 134,597

自己株式の処分 - - 614 614 - - 269 884 884

当期変動額合計 - - 614 614 30,752 30,752 269 31,636 31,636

当期末残高 299,034 381,511 12,973 394,484 681,086 681,086 △4,039 1,370,566 1,370,566
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年2月12日

ＧＭＯリサーチ株式会社
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 野 英 樹 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 古 川 譲 二 ㊞

　

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ＧＭＯリサーチ株式会社の2018年1月1日から
2018年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、ＧＭＯリサーチ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年2月12日

ＧＭＯリサーチ株式会社
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 野 英 樹 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 古 川 譲 二 ㊞

　

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ＧＭＯリサーチ株式会社の2018年1月1日か
ら2018年12月31日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告　　　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、2018年1月1日から2018年12月31日までの第17期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報
告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。
　(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第5号イの留意した事項及び同号ロの判断及び理由
については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。
④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含
め、指摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さ
ないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断
及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 2019年２月13日

ＧＭＯリサーチ株式会社 監査役会

常勤監査役 竹 崎 祥二郎 ㊞

監 査 役 浜 谷 正 俊 ㊞

監 査 役 橘 弘 一 ㊞

以 上
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株主総会会場
ご案内図  

会場／東京都渋谷区桜丘町26番１号
　　　セルリアンタワー 14階 会議室
　　　連絡先 03－5962－0037

●JR山手線、JR埼京線、JR湘南新宿ライン
●東急東横線、東急田園都市線
●京王井の頭線
●東京メトロ銀座線、東京メトロ半蔵門線、東京メトロ副都心線

交通の
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ホテルフロアホテルフロア こちらよりお入りいただき
受付をお済ませください。
こちらよりお入りいただき
受付をお済ませください。

※入口はこちらではございません。※入口はこちらではございません。

▲京王井の頭線渋谷駅西口からの
　ルート

▲京王井の頭線渋谷駅西口からの
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事業説明会のご案内
総会終了後、同会場にて「事業説明会」の開催を予定
しております。ご多忙の折とは存じますが、ぜひご出席
賜りますようお願い申し上げます。
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